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記者会見要旨 

 

日 時：平成 30 年６月 22 日（金）午後２時 30 分～午後３時 20 分 

場 所：東京証券会館９階 第１・２会議室 

出 席 者：鈴木会長、森本副会長、岳野副会長・専務理事 

 

 冒頭、森本副会長から自主規制会議の審議事項の概要について、岳

野副会長・専務理事から証券戦略会議等の状況について、それぞれ説

明が行われた後、大要、次のとおり質疑応答が行われた。 

 

（記者） 

今月はＧ７、米朝首脳会談、日米欧中銀の政策決定会合などの重要

会合が開かれ、地政学リスクが遠のいたとの楽観的な見方もある一

方、イタリアの政局不安や米中貿易摩擦問題の進展などの懸念材料

も出てきている。今後のマーケットの見通しについて、会長の見解を

伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

ご質問にお答えする前に、去る６月 18 日に大阪を震源とする地震

により被災された方々に対し、心よりお見舞い申し上げるとともに、

一刻も早い復興をお祈り申し上げたい。 

証券界としては、今回の地震で大きな影響はなかったが、今後も地

震などの自然災害リスクに備え、引き続き BCP 対策に取り組んで参

りたい。 

マーケットについては、ご指摘のとおり南欧や米中貿易摩擦、さら

にはトランプ政権の保護主義政策の推進といったリスクがある。こ

のようなリスク要因から、ニューヨークダウは８日連続で下がって

いる。一方で、貿易摩擦の影響が少ない IT 系企業の銘柄数の多い

NASDAQ 指数は、昨日は下がっているが本日の寄付きでは 7,800 ポイ

ントの最高値を付けている。 

そのような状況において、日本の株式市場を見ると、今年に入り外

国人投資家は現物で３兆円売り越しており、先物も３兆円ほど買い

戻しているものの、まだ３兆円を売り越している。このような状況の

なか、日経平均株価が６月半ばに一時 23,000 円台に達したことは、
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私は非常に強い相場ではないかと思っている。ただ、上値はかなり重

いと感じている。 

報道によると、今期の予想は、経常利益が１％程度のプラスとなっ

ており、平均為替レートは 106 円である。現在の為替は 110 円台で

あることからすれば、税引後の純利益増益率は 8.7％程度が想定され

ると考えている。その想定で推移すれば過去最高利益も考えられ、今

後マーケットも大きく動くのではないかと思っている。 

リスク要因はたくさんあるが、アメリカを含めたファンダメンタ

ルズは大変よい。PER は世界全体で下落しているが、現在の 13 倍か

ら、14 倍台まで上がれば以前から申し上げているように日経平均株

価が 26,000 円台となっても全くおかしくないと思う。 

概略的に言えば、個人的にはマーケットに関する基本的な考え方

に変わりはなく、株価がぼちぼち動き出してもおかしくないのでは

ないかと思っている。 

 

（記者） 

PTS における信用取引が解禁されるということで、PTS 市場の活性

化が見込まれると思うが、会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

PTS における信用取引については、先ほど森本副会長が説明したと

おりである。取引所の信用取引と同等の制度設計を目指すという部

分では、結構ハードルが高いのではないかと思うが、やはり投資家を

含めた様々な利便性を考えた場合、取引所の信用取引と同等の制度

が採用されるのが望ましいのではないかと思っている。 

なお、ご承知のとおり、株式等のＴ+２化が来年夏に控えているわ

けであるが、そうした状況を考えると、Ｔ+２化より前に実施するの

は難しいのではないかと思っている。今回、PTS における信用取引を

解禁して、すぐに PTS 市場が活性化するという話ではないと思って

いる。 

 

（記者） 

金融庁が新たに仮想通貨交換業者の行政処分を科すとの報道があ

るが、証券会社やその関連会社が仮想通貨を扱っている例もある中
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において、日証協として仮想通貨交換事業に対し求めていきたいこ

とは何かあるか。 

 

（鈴木会長） 

ご承知のとおり、仮想通貨業界は様々な課題を抱えており、これら

の課題に対して、必要に応じた規制を整備していかなければならな

いと思う。 

一方で、過度な規制はブロックチェーンのような新しい技術や新

規ビジネスの芽を摘んでしまうことになりかねないとも思っている。

今後、仮想通貨に関する技術やビジネスがどのように展開されるか

はっきりとしたことは言えないが、少なからず証券界にも影響があ

ると思われるので、当協会としては、引き続き仮想通貨に関連する議

論については注視していきたいと思っている。 

 

（記者） 

仮想通貨業界の自主規制について、日証協は自主規制業務で先行

していると思うが、仮想通貨業界に求めるものがあるか伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

以前も申し上げた通り、当協会は仮想通貨業界と比較して自主規

制業務に精通していると言えるので、当局を含めた各方面から支援

や助言の要請がある場合は、協力していきたい。 

 

（記者） 

株主総会が本格化してきており、総会開催日の集中日も近づいて

いる中、アクティビストの動向や株主提案が注目されているが、会長

の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

コーポレート・ガバナンスコードが改訂され、株主との対話を実の

ある対話としていくということが非常に重要となっている。その一

方でアクティビストの意見も多様であり、「さもありなん」という提

案もたくさんあるが、中には「それは言い過ぎ、やりすぎじゃないか」

という場合もあるので、そういった場合は対話を通じて、あるべき姿
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で解決していくというのがベストであろうと思う。 

いずれにしても、過去と比べると企業における株主との対話姿勢

は、実質的なものになってきていると思っている。 

また、以前も申し上げたとおり、株主総会開催日の集中率が 1990

年代は約 90％であったのに対し、今年は約 30％まで低下しているこ

とからしても、企業における株主との対話姿勢が窺えることができ、

まだ完全ではないが、株主総会も本来のあるべき姿に向かって進ん

でいると認識している。 

 

以 上 

 


